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論文の内容の要旨

　本論文は，フィリピン，ダバオ市における不法占拠居住者の再定住プログラムを立案する上で重要な要素

のひとつとなる，不法占拠者の住居に対する選好を分析したものである。不法占拠居住者に対する施策とし

て地方政府が提案する主要な方法のひとつは強制移転であるが，従来の施策においては，不法占拠居住者の

住屠に対する選好は無視されてきた。しかしながら，円滑な再定住化を進めるためには、彼らの選好も考慮

した施策を行う必要がある。本論文では，不法占拠居住者および既存の再定住プログラムによって新たな居

住地を得た再定住者双方に対する調査データを用い，それらにコンジョイント分析を適用することにより，

住居のどのような属性が再定住プログラムの対象者の効用をより高めるかを分析した。

　本論文は4章から構成されている。第1章では，本論文の目的と構成およびダバオ市の現在の再定住化

プログラムとその間題点が簡潔にまとめられている。第2章では，本稿の研究対象地域になっているダバ

オ市の杜会経済的現状と，それらを反映した市の都市計画および再定住化プログラムの重要性について解説

がなされている。第3章は本論文の中核となる部分であるが，分析に用いられた調査データおよびコンジョ

イント分析について説明がなされ，推定結果に基づいた受益者の効用に対する住居属性の効果について分析

がされている。第4章では，研究の総括と展望について述べられている。以下，第3章を中心に見ていく。

　ダバオ市はフィリピンの3大都市のひとつで，近年人口が増加しつつあり，現在約120万の人1コを擁する。

他方で，不法占拠居住者も同時に増加しつつあり，不法占拠居住者対策がダバオ市の重要な施策のひとつと

なっている。その施策のひとつが，再定住プログラムである。

　本論文で行った調査では，480人の不法占拠居住者および再定住者に対して，いくつかの属性を組み合わ

せた住宅について，選好のレベルを1から9までのスコアで表明してもらっている。住宅の属性としては，

（1）所有形態，（2）立地．（3）生活基盤インフラ（電力，ガス等），（4）交通手段，（5）住戸の形態，（6）

社会生活インフラ（医療施設，小中学校等），の6種類を取り，それらの属性につき，立地については3種

類，それ以外についてはそれぞれ2種類のレベルを考えている。全体で96の組み合わせがあるが，ここか
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ら16の組み合わせパターンを取り出し，調査にかかわる回答者の負担を軽減するために，その一つ一つの

パターンを写真や絵を用いたカードにして，直感的に理解できるようにしている。分析の結果，大きい順に，

住居の所有権があること，郊外に位置していること，生活基盤インフラが十分整っていること，公共の交通

手段があること，一戸建てであること，より高いレベルの社会生活インフラがあること，が選好のスコアに

影響を与えていることがわかった。この結果から，再定住化プログラムを実施するにあたっては，再定住者

に住宅の所有権を付与すること及び電気，ガス，水道等の生活基盤インフラを整備することの重要性を指摘

することができる。他方、再定住のための住宅は必ずしも一戸建てである必要はなく，また，大学や大病院

等の高度な社会生活インフラが近くにあることも，それほど重要ではないことがわかる。

審査の結果の要旨

　本論文では，不法占拠居住者及び再定住者に対する注意深く設計された調査票を用いて，再定住プログラ

ムが準備する住宅のどのような属性が彼らの効用に大きな影響を与えるかを分析しており．今後のダバオ市

における再定住プログラムヘの政策的含意は大きい。また．本論文で行われた調査は，被調査者が自分の選

好を間違えずに表明できるようにうまく工夫されており，そのデータの統計解析も信頼できる。

　本論文の主要な部分は、審査つき学術誌に出版されている。以上の諸点を評価すると，本論文は本学の博

士号の水準に達しているものと認められる。

　よって．著者は博士（都市・環境システム）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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